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行政説明１

「小中学校における特別支援教育について」

教育庁県立学校教育課 特別支援教育室
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特別支援学級等の増加

（背景として）

特別支援教育
への理解の
高まり等
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特別支援学級数 （出典：学校基本調査） R5.4.10

区分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

知的障害 232 235 235 282 302 322 356 368 390 397

肢体不自由 4 6 8 13 20 29 36 41 46 45

病弱・虚弱 0 1 1 3 9 14 23 38 44 44

弱視 0 0 0 0 3 5 5 5 6 4

難聴 6 5 5 6 12 14 18 25 23 27

言語障害 26 24 25 25 29 30 35 41 52 55

自閉・情緒 128 160 204 255 328 372 435 516 545 603

小計 396 431 478 584 703 786 908 1,034 1,106 1,175

知的障害 105 113 122 124 137 148 154 160 173 184

肢体不自由 1 2 2 4 2 6 6 10 14 15

病弱・虚弱 0 0 0 1 4 8 12 15 23 21

弱視 0 0 0 0 0 2 3 5 4 4

難聴 4 3 4 6 5 8 12 13 13 12

言語障害 7 8 6 8 8 8 10 9 4 6

自閉・情緒 53 69 68 92 115 135 161 186 222 230

小計 170 195 202 235 271 315 358 398 453 472

知的障害 337 348 357 406 439 470 510 528 563 581

肢体不自由 5 8 10 17 22 35 42 51 60 60

病弱・虚弱 0 1 1 4 13 22 35 53 67 65

弱視 0 0 0 0 3 7 8 10 10 8

難聴 10 8 9 12 17 22 30 38 36 39

言語障害 33 32 31 33 37 38 45 50 56 61

自閉・情緒 181 229 272 347 443 507 596 702 767 833

合計 566 626 680 819 974 1,101 1,266 1,432 1,559 1,647

60 54 139 155 127 165 166 127 88

小

学

校

中

学

校

小

中

計

増減

沖縄県では、10年間で小中学校の特別支援学級が約3倍

約１１００学級増加、 つまり約1100人の教員が必要

特別支援教育専門性の維持や教員の確保が懸念される状況
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小中学校 特別支援学級の状況

特別支援学級在籍者数の全校児童生徒数に占める割合

R４全国平均 小学校 ４.１％ 中学校 ３.４％

R4沖縄県平均 小学校 ６.６％ 中学校 ５.３％
（6,５５０人） （２，４８８人）

R５沖縄県平均 小学校 ６.９％ 中学校 ５.５％
（速報値） （6,８２９人） （２，６０２人）

＊１校に特別支援学級が５学級以上ある学校がある。 （学校基本調査） 4



インクルーシブ教育システム
「可能な限りともに学ぶしくみ」

１ 同じ場で共に学ぶことを追求する。

２ 自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズ
に最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な
仕組みを整備する。

３ 連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが
必要である。

※共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告） 平成24年7月 5



連続性のある「多様な学びの場」

通
常
学
級
で
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一次支援

三次支援

二次支援

指
導
や
支
援
の
つ
な
が
り

学級全体での指導や支援
〇わかりやすい授業づくり（授業のユニバーサルデザイン化）
〇認め合い、支え合う学級づくり

学級の中での個別的な指導や支援
〇担任の配慮指導
〇TTによる指導など
〇通級担当による入り込み指導

個別での指導や支援
〇通級による指導

教育課程研究協議会資料より 一部加筆（2023 笹森 ）

多層支援からインクルーシブへ
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「通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする
児童生徒に関する調査結果」 令和４年１２月 文部科学省

学級担任等による回答に基づくもの。発達障害のある児童生徒数の割合を示すものではなく、特別な教育
的支援を必要とする児童生徒の割合を示す。

「学習面又は行動面で著しい困難を示す」

・ 小学校・中学校 ８．８％

・ 高等学校 ２．２％

* 知的発達に遅れはないものの「学習面又は行動面で著しい困難
を示す」とされた児童生徒数の割合
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「発達障害の定義」 発達障害者支援法より

「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、
注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が
通常低年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう。

教員の障害（特性）
理解で対応は変わる。

困った生徒 ⇒ 困っている生徒
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障害に応じた特別支援学校 ・ 通常の学校における学びの場

特別支援学級
（学校教育法第81条②

通級による指導
（学校教育法施行規則第140条）

視覚障害【弱視】 視覚障害特別支援学校 弱視特別支援学級 ○

聴覚障害【難聴】 聴覚障害特別支援学校 難聴特別支援学級 ○

知的障害 知的障害特別支援学校 知的障害特別支援学級

肢体不自由 肢体不自由特別支援学校 肢体不自由特別支援学級 ○

病弱【身体虚弱】
病弱特別支援学校
（含：身体虚弱者）

身体虚弱特別支援学級
（含：病弱者）

○

言語障害 言語障害特別支援学級 ○

自閉症 ○

情緒障害 ○

学習障害（LD) ○

注意欠陥多動性障害（ADHD) ○

通常の学校

特別支援学校
（学校教育法施行令第22条の3）

障　害

自閉症・情緒障害
特別支援学級
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医療との連携から

「発達障害に
おける

診断前支援の
必要性

について」

診断名に対して
ではなく

支援ニーズに
対応できる

支援体制の整備
が望まれる。

沖縄県子どもの心の診療
ネットワーク事業 11



「特性に応じた指導・支援の基本的な考え方」
国立特別支援教育総合研究所発達障害教育推進センター 笹森洋樹

・ 医学モデルから社会モデルへ 発達障害≠不適応
・ 個人を学校（環境）にあわせる視点と学校（環境）を個人にあわせる視点

の両面が重要

・ 発達障害の特性＝障害なのではなく、社会適応上の困難さが障害
につながっていること。

・ 特性に応じた指導・支援は、障害特性そのものを改善するということ
ではなく、適応上の困難さを改善・軽減すること。

・ 環境にも大きく影響を受けることから、個への指導・支援とともに
環境調整の視点が重要であること。 12



県立高校

62%

県立高校（通信）

3%

県立特支

5%

私立（通信）

17%

その他

13%

【自閉症・情緒障害特別支援学級】

R４年度「特別支援学級・通級による指導」
生徒進路先調査（公立中学校）
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県立高校

２８％

県立高校（通信）

１％

県立特支

５6％

私立（通信）

３％

その他

１２％

【知的障害特別支援学級】

うち半数は
高等支援学校
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県立高校

86%

県立高校

（通信）

3%

県立特支

1%

私立（通信）

4%

その他

6%

【通級による指導】
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障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について
（通知）

25文科初第756号 平成25年10月4日

留意事項 （抜粋）

キ 学習障害又は注意欠陥多動性障害の児童生徒については，
通級による指導の対象とするまでもなく，通常の学級に
おける教員の適切な配慮やティーム・ティーチングの活用，
学習内容の習熟の程度に応じた指導の工夫等により，対応
することが適切である者も多くみられることに十分留意する
こと。
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小中学校における通級による指導及び特別支援学級の対応等

特別支援学級

通級による指導
（自校・巡回・他校）

①弱視
②難聴
③肢体
④身体虚弱（病弱）
⑤言語
⑥自閉
⑦情緒
⑧ＬＤ
⑨ＡＤＨＤ

①弱視
②難聴
③知的
④肢体
⑤身体虚弱（病弱）
⑥言語
⑦自閉・情緒

①通級による指導は知的の
み対象外。

②原則として主障害に応じ
て判定・措置する。

③二以上の障害を合わせ有
する場合は、診断された主
障害を確認して判定・措置
する。

①弱視
②難聴
③知的
④肢体
⑤身体虚弱（病弱）
⑥言語
⑦自閉・情緒
⑧ＬＤ
⑨ＡＤＨＤ

①高校・特支（視覚）
②高校・特支（聴覚）
③高校・特支（知的）
④高校・特支（肢体）
⑤高校・特支（病弱）
⑥高校
⑦高校
⑧高校
⑨高校

・高校受験など生徒の希望と
柔軟な進路選択肢を保障す
るため、知的特別支援学級
も含め、各在学校種（小学校
又は中学校）の教育課程を
実施し評定する。

・通級による指導は、基本的
に自立活動を取り扱う。

※知的教育課程実施の特

例

※生徒の状況等を考慮し、真に必

要な場合に限って、知的教育を取

り扱う特別支援学校の教育課程を

実施することができる。

義務教育終了後の進路

障害の種類 基本的な進学先

→
→
→
→
→
→
→
→
→

教育課程

（学びの保障）

各在学校種（小学校又は中学校）の教育課程

基本的に自立活動を行う

補足説明

学級種別等

（学びの場）

通常学級

 令和４年９月７日付 教県第１０７４号

「教育相談
（就学・進学・学びの場の変更）等
の対応について（通知）」
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知的障害
特別支援学級
在籍生徒の
進路について

高校進学が
増えていることを
踏まえた対応
（説明責任）

＊ 通常、中学3年で
知的障害となる
ことは、考えられ
ない。
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「通常学級における障害のある児童生徒等への支援の充実について」

障害のある児童生徒への支援の在り方に関する検討会議報告(概要)（令和５年３月13日）

○校内委員会の機能強化 ➡ 校内委員会の再点検、障害者理解教育の推進。

「通常の学級でできうる支援策を検討した上で、通級による指導や特別支援学級の必要性を検討」

・ わかりやすい授業の工夫・個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成と活用

・ ICTの活用、合理的配慮・特別支援教育支援員・専門家等からの支援

○通級による指導の充実 ➡ 本人や保護者が仕組みや意義等を理解した上で、指導を

受けることが重要

・ 自校通級や巡回指導を促進・自立活動の意義と指導の基本を改めて周知

○特別支援学校のセンター的機能の充実 ➡ 特別支援教育に関する専門的な知見や

経験等を有する特別支援学校からの小中高等学校への支援を充実
19



令和6年4月1日
「改正障害者差別解消法」施行

事業者による障害のある人へ
の「合理的配慮の提供」義務化

・合理的配慮の提供で重要な
のは、「建設的対話」。

・障害のある本人と話し合って
共にできる対応策を検討する。

・学校での対応は、個別の教育
支援計画等に必ず明記。
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インクルーシブ教育システムの考え方

○合理的配慮の提供等で通常の学級で学ぶ
診断がある・配慮を要する ≠ 特別支援学級対象

○就学先決定後も柔軟に就学先を見直していく
教育的ニーズの変化に対応する

（例）特別支援学級在籍だが大半を通常学級 → 通常の学級へ

発達障害、不登校による学力の遅れ ≠ 特別支援学級対象

学校全体で特別別支援教育を推進

授業改善 ユニバーサルデザイン
21



沖縄県特別支援教育推進計画（令和4年９月策定）

施策の展開（抜粋）
１ 障害のある幼児児童生徒の学びの場の整備・連携強化

・ 就学前における早期からの相談・支援の充実

・ 就学相談や学びの場の検討等の支援

・ 小中学校における障害のある児童生徒の学びの充実

２ 特別支援教育を担う教師の専門性向上

・ 全ての教師に求められる特別支援教育に関する専門性

・ 特別支援学級、通級による指導を担当する教師に求められる

専門性

３ ICT活用等による特別支援教育の質の向上

・ ICT活用による一人一人の教育的ニーズに応じた支援の推進

４ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実
・ 就学前からの連携 ・ 在学中の連携

・ 関係機関等との連携強化による支援体制の整備と施策の推進 22



高等学校における多様な学びの在り方について

・ 「高等学校における通級による指導」
・平成３０年度より導入して現在６校で実施。

通級による指導が必要となる生徒の判断手続き等の例を示す

・ 通級による指導の拡大に向けて

・令和４年９月１２日付教県第1087号
「高等学校における通級による指導の対応について」
高等学校における通級による指導の体制整備について関係校の役割や取組内容を示す。

・ 高等学校における多様な学びの在り方研究モデル校
・義務教育段階の学び直しなど、多様な学びができる高校の設置
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高等学校における特別支援教育について

（１） 高等学校における
特別支援教育支援員配置数
令和５年８月1日現在

３２校に５７人を配置

（２） 「合理的配慮に係る環境整備事業」
と連動した活用 令和５年４月３日付教県第３号

・実態把握及び支援に係る相談
・教育支援機器等の活用

（生徒の実態把握と支援方法の確認も含む）

・校内研修等
（学校の要請に応じ、合理的配慮及び発達障害のある
生徒の支援に関する校内研修の講師派遣）

県名 配置数

R２
配置数

R３
配置数

R４
公立
高校数

福岡県 １１ １６ ２０ １０５

佐賀県 １１ ８ ９ ３５

長崎県 ９ ９ ９ ５７

熊本県 ９ ７ ９ ５２

大分県 ７ ８ ９ ４０

宮崎県 ４ ４ ５ ３７

鹿児島県 ４ ５ ５ ６８

沖縄県 ５１ ４７ ５６ ５９

特別支援教育支援員活用状況
九州地区公立高等学校等の推移

文部科学省調べ
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沖縄県公立学校教員等育成指標の改訂について

「特別支援教育に係る育成指標」

〇「特別な配慮や支援を必要とする児童生徒等への対応」については、
「障害」の有無にかかわらず「全ての児童生徒」を対象とし、多様な

児童生徒の理解を進めるという趣旨で設定するもの
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特別支援教育
総合推進整備事業

教員の専門性向上

「特別支援教育を担う教員の専門性向上」

・通常の学級に在籍する発達障害を含む障害のある児童生徒への対応
・ユニバーサルデザインや合理的配慮を前提とする学級経営・授業づくり
・障害の状態に応じた支援機器等を整備とその効果的な活用
・個別の教育支援計画、個別の指導計画の作成・活用
・通級による指導や自立活動の指導に関する教員研修の充実
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特別支援学級在籍生徒の各教科の学習評価を
実態、進路を踏まえて実施することが重要。
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令和５年度

市町村教育委員会
教育長・教育委員 研修会

行政説明

「小中学校における特別支援教育について」

ご清聴ありがとうございました。
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